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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第17期 

第２四半期 
連結累計期間 

第18期 
第２四半期 
連結累計期間 

第17期 

会計期間 
自  2014年４月１日 
至  2014年９月30日 

自  2015年４月１日 
至  2015年９月30日 

自  2014年４月１日 
至 2015年３月31日 

売上高 （千円） 5,905,600 6,740,262 12,131,210 

経常利益 （千円） 526,249 538,637 975,834 

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益 
（千円） 295,438 350,019 505,216 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 297,498 350,642 503,857 

純資産額 （千円） 9,781,624 10,074,079 9,987,983 

総資産額 （千円） 12,722,969 14,508,532 13,057,593 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 19.01 22.53 32.51 

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 76.5 69.2 76.2 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △281,062 △330,260 △875,367 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 179,358 △680,499 △81,189 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △341,695 1,235,463 △341,946 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（千円） 2,230,988 1,600,586 1,375,884 

 

回次
第17期

第２四半期
連結会計期間

第18期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  2014年７月１日
至  2014年９月30日

自  2015年７月１日
至  2015年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.45 15.43 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1）業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、設備投資の持ち直しの動きや雇用情勢の改善、消費者物価の

穏やかな上昇がみられるなど、緩やかな回復基調にて推移いたしました。 

介護業界におきましては、「地域包括ケアシステムの構築」と「費用負担の公平化」を柱とした介護保険制度の

改正が４月に実施されましたが、６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2015」（骨太の方針）に

おいては、社会保障分野で「公的サービスの産業化」と「負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化」が提言さ

れるなど、次の介護報酬改定に向けた議論は始まっております。 

こうしたなか、当社グループは「福祉用具サプライ事業の更なる拡大」と「医療と介護の連携サービスへの取り

組み」の基本方針のもと、各種施策に取り組んでまいりました。 

福祉用具サプライ事業においては、福祉用具レンタル需要が好調に推移しており、当社オリジナル商品「ケアフ

ィットプラス（車いす）」や新しい機能を備えた電動車いす等の投入を始めとして、受注数の伸長に応じたレンタ

ル資産の購入を行ってまいりました。また、拠点展開につきましては、「久留米ステーション（福岡県）」、「所

沢営業所（埼玉県）」の新設、「松戸ステーション（千葉県）」の「柏営業所（千葉県）」への統合等、販売ネッ

トワークの強化を図ってまいりました。これにより、当第２四半期連結累計期間末における営業拠点数は、全国90

拠点となりました。 

在宅介護サービス事業においては、首都圏を中心とした訪問看護事業に対する取り組みとともに、通所介護事業

者向けの配食・物販事業にも積極的に取り組んでまいりました。 

なお、福祉用具サプライ事業以外の事業の重要性が乏しいため、セグメント情報ごとの業績の記載を省略してお

ります。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、福祉用具レンタルの増収により、売上高は

6,740百万円（前年同四半期比14.1％増）となりました。利益面では、売上原価においてレンタル資産の減価償却

費が増加いたしましたが、レンタル資産の保守費用を始めとする経費の節減を図ったことにより、営業利益が529

百万円（前年同四半期比2.5％増）、経常利益が538百万円（前年同四半期比2.4％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益が350百万円（前年同四半期比18.5％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比 

べ224百万円増加し、1,600百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は330百万円（前年同四半期は使用した資金281百万円）となりました。主な要因

は、税金等調整前四半期純利益594百万円及び減価償却費1,921百万円等があったものの、レンタル資産の取得によ

る支出2,651百万円、売上債権の増減額119百万円及び法人税等の支払額145百万円等があったことによるものであ

ります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は680百万円（前年同四半期は得られた資金179百万円）となりました。主な要因

は、有形固定資産の取得による支出165百万円及び短期貸付金の純増減額401百万円等があったことによるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は1,235百万円（前年同四半期は使用した資金341百万円）となりました。主な要因

は、長期借入れによる収入1,500百万円があったものの、配当金の支払額264百万円等があったことによるものであ

ります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2015年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2015年10月30日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,342,400 16,342,400
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数を100株とす

る単元株制度を採

用しております。

計 16,342,400 16,342,400 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
（株）

発行済株式 
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額
（千円）

資本準備金 
残高

（千円）

2015年７月１日～

2015年９月30日
－ 16,342,400 － 2,897,650 － 1,641,650
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(6) 【大株主の状況】

    2015年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱商事㈱ 東京都千代田区丸の内2-3-1 11,620,000 71.10 

㈱三菱総合研究所 東京都千代田区永田町2-10-3 544,000 3.32 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービス信託

銀行㈱） 

東京都千代田区丸の内2-1-1 

（東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイラン

ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟） 

240,000 1.46 

ＮＣＳ従業員持株会 東京都港区芝大門1-1-30 143,400 0.87 

平林 佑紀 埼玉県越谷市 91,000 0.55 

安部 哲夫 北海道紋別市 67,500 0.41 

渡辺 勝利 神奈川県横浜市金沢区 67,000 0.40 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 56,800 0.34 

CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL 

 

（常任代理人 シティバンク銀行㈱） 

CITIGROUP CENTRE,CANADA SQUARE,CANARY 

WHARF,LONDON E14 5LB 

（東京都新宿区新宿6-27-30） 

50,700 0.31 

河村 幹夫 神奈川県横浜市中区 32,500 0.19 

計 － 12,912,900 79.01 

（注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第２位未満を切り捨てて表示しております。

２．上記のほか、自己株式が804,400株あります。

３．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

   日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）       56,800株 
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

  2015年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    804,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,537,200 155,372 －

単元未満株式 普通株式        800 － －

発行済株式総数 16,342,400 － －

総株主の議決権 － 155,372 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

  2015年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱日本ケアサプライ
東京都港区芝大門

1-1-30
804,400 － 804,400 4.92

計 － 804,400 － 804,400 4.92

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2015年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2015年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 575,930 600,644 

売掛金 295,590 290,527 

レンタル未収入金 1,315,201 1,439,501 

有価証券 799,953 999,941 

商品 8,094 6,671 

貯蔵品 31,789 22,922 

短期貸付金 187,743 589,442 

その他 473,219 529,808 

貸倒引当金 △12,948 △16,325 

流動資産合計 3,674,576 4,463,134 

固定資産    

有形固定資産    

レンタル資産（純額） 7,859,073 8,398,796 

その他（純額） 755,742 809,127 

有形固定資産合計 8,614,815 9,207,924 

無形固定資産 142,561 167,634 

投資その他の資産    

投資その他の資産 626,710 670,689 

貸倒引当金 △1,070 △850 

投資その他の資産合計 625,640 669,839 

固定資産合計 9,383,017 10,045,397 

資産合計 13,057,593 14,508,532 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2015年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2015年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 221,108 209,028 

レンタル資産購入未払金 817,769 553,119 

未払法人税等 170,418 268,710 

賞与引当金 115,746 127,587 

レンタル資産保守引当金 626,200 677,600 

その他 368,804 330,822 

流動負債合計 2,320,047 2,166,867 

固定負債    

長期借入金 － 1,500,000 

役員退職慰労引当金 6,890 － 

退職給付に係る負債 606,129 629,371 

その他 136,541 138,213 

固定負債合計 749,562 2,267,585 

負債合計 3,069,610 4,434,452 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,897,650 2,897,650 

資本剰余金 1,641,650 1,641,650 

利益剰余金 5,830,104 5,915,978 

自己株式 △414,799 △414,799 

株主資本合計 9,954,605 10,040,478 

その他の包括利益累計額    

退職給付に係る調整累計額 △5,703 △5,190 

その他の包括利益累計額合計 △5,703 △5,190 

非支配株主持分 39,082 38,791 

純資産合計 9,987,983 10,074,079 

負債純資産合計 13,057,593 14,508,532 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2014年４月１日 
 至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 

 至 2015年９月30日) 

売上高 5,905,600 6,740,262 

売上原価 3,618,700 4,291,919 

売上総利益 2,286,899 2,448,342 

販売費及び一般管理費 ※ 1,769,910 ※ 1,918,460 

営業利益 516,989 529,881 

営業外収益    

受取利息 1,380 555 

受取配当金 2,960 2,960 

持分法による投資利益 － 1,275 

受取補償金 4,159 － 

業務受託料 － 2,400 

雑収入 2,099 2,008 

営業外収益合計 10,600 9,199 

営業外費用    

支払利息 － 293 

持分法による投資損失 1,232 － 

為替差損 57 － 

雑損失 50 150 

営業外費用合計 1,340 443 

経常利益 526,249 538,637 

特別利益    

受取保険金 － 55,816 

特別利益合計 － 55,816 

特別損失    

固定資産除却損 3,496 117 

特別損失合計 3,496 117 

税金等調整前四半期純利益 522,752 594,335 

法人税等 226,018 244,207 

四半期純利益 296,734 350,128 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,296 109 

親会社株主に帰属する四半期純利益 295,438 350,019 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2014年４月１日 
 至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 

 至 2015年９月30日) 

四半期純利益 296,734 350,128 

その他の包括利益    

退職給付に係る調整額 763 513 

その他の包括利益合計 763 513 

四半期包括利益 297,498 350,642 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 296,201 350,532 

非支配株主に係る四半期包括利益 1,296 109 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2014年４月１日 
 至 2014年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 

 至 2015年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 522,752 594,335 

減価償却費 ※２ 1,482,663 ※２ 1,921,379 

長期前払費用償却額 3,122 3,304 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,039 3,157 

賞与引当金の増減額（△は減少） △22,338 11,841 

レンタル資産保守引当金の増減額（△は減少） 51,500 51,400 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） - △6,890 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 48,598 23,241 

受取利息及び受取配当金 △4,341 △3,516 

支払利息 - 293 

持分法による投資損益（△は益） 1,232 △1,275 

固定資産除却損 3,496 117 

レンタル資産除却損 11,078 11,300 

売上債権の増減額（△は増加） △43,940 △119,236 

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,725 1,481 

前払費用の増減額（△は増加） △7,119 6,747 

未収入金の増減額（△は増加） △4,823 △55,352 

レンタル資産の取得による支出 ※３ △1,987,187 ※３ △2,651,866 

仕入債務の増減額（△は減少） △32,665 △12,080 

未払金の増減額（△は減少） 27,975 △20,634 

その他 △35,482 54,460 

小計 15,209 △187,791 

利息及び配当金の受取額 4,283 3,445 

法人税等の支払額 △300,555 △145,914 

営業活動によるキャッシュ・フロー △281,062 △330,260 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △76,773 △165,768 

無形固定資産の取得による支出 △8,520 △70,556 

投資有価証券の取得による支出 - △21,528 

短期貸付金の純増減額（△は増加） 279,132 △401,698 

長期貸付けによる支出 - △800 

長期貸付金の回収による収入 2,535 217 

長期前払費用の取得による支出 △720 △3,348 

差入保証金の差入による支出 △17,879 △19,397 

差入保証金の回収による収入 1,584 2,379 

投資活動によるキャッシュ・フロー 179,358 △680,499 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 - 1,500,000 

配当金の支払額 △341,695 △264,136 

非支配株主への配当金の支払額 - △400 

財務活動によるキャッシュ・フロー △341,695 1,235,463 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 - 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △443,399 224,702 

現金及び現金同等物の期首残高 2,674,387 1,375,884 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 2,230,988 ※１ 1,600,586 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及

び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  2014年４月１日 
  至  2014年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  2015年４月１日 

  至  2015年９月30日） 

給料 707,709千円 821,084千円 

賞与引当金繰入額 77,492 93,012 

退職給付費用 24,326 28,420 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2014年４月１日
至  2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2015年４月１日
至  2015年９月30日）

現金及び預金勘定 331,139千円 600,644千円

有価証券勘定 1,899,848 999,941

現金及び現金同等物 2,230,988 1,600,586

 

※２ 減価償却費には、少額レンタル資産の費消に係る費用処理額を含めております。 

※３ レンタル資産の取得による支出には、固定資産以外に貯蔵品勘定で処理されている少額レンタル資産の取得

による支出額を含めております。 
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（株主資本等関係）

１．前第２四半期連結累計期間（自 2014年４月１日 至 2014年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2014年６月25日

定時株主総会
普通株式 341,836 22 2014年３月31日 2014年６月26日 利益剰余金

 

２．当第２四半期連結累計期間（自 2015年４月１日 至 2015年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2015年６月26日

定時株主総会
普通株式 264,146 17 2015年３月31日 2015年６月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

福祉用具サプライ事業以外の事業の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2014年４月１日
至 2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2015年４月１日
至 2015年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 19円01銭 22円53銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
295,438 350,019

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
295,438 350,019

普通株式の期中平均株式数（株） 15,538,000 15,538,000

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

      2015年10月29日

株式会社日本ケアサプライ      

 

  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 水野  裕之  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 郷右近 隆也  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本ケ

アサプライの2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から

2015年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本ケアサプライ及び連結子会社の2015年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


